
ＨＰ公開用 （単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象
経費

国のR4
予算分
（交付
限度額
①、
②、
③）

国のR4予算分（交
付限度額④）

Ｂ３'
国のR4予
算分（交
付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予
算分（交
付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予
算分（交
付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予
算分（交
付限度額
⑨、⑩）

国庫補助
額

その他
（一般財
源や補助
対象外経
費等）

合計  562,789  398,132  10,241  -  -  237,877  140,490  9,524  - 164,657 

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

本
体
分

1 R4 単 ○ ○
電力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付金【低所
得者世帯給付金】

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において物価
高騰等に直面する生活困窮

者等への支援
○ － 140,490 140,490 140,490 

①新型コロナウイルスの影響を受け，電力・ガス・食料品等の価格
高騰に伴い,その負担感が大きい低所得世帯への負担軽減をはか
るため1世帯に30,000円を現金給付することで生活の安定をはかる
ことが出来る。
②低所得世帯への給付金
③令和5年6月1日基準日において常総市に住民登録がある世帯で
世帯全員が令和5年度住民税非課税均等割が非課税世帯である。
1世帯に30,000円現金給付する。
4,683世帯×30,000円＝140,490,000円
④全員が令和5年度住民税非課税均等割が非課税である

－ － ○ － R5.4 R6.3 対象世帯へ100％給付
広報紙
ホームページ

https://www.city.joso.lg.jp/
R5補正
（地）

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

事
務
費

2 R4 単 ○ ○
電力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付金（事務
費）

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において物価
高騰等に直面する生活困窮

者等への支援
○ － 9,524 9,524 9,524 -

①新型コロナウイルスの影響を受け，電力・ガス・食料品等の価格
高騰に伴い,その負担感が大きい低所得世帯への負担軽減をはか
るために必要な事務経費
②低所得者世帯への給付金に係る事務費
③会計年度任用報酬3,292千円
時間外勤務手当785千円
会計年度任用職員費用弁償（交通費）105千円
※契約期間6/20-9/30とし，当交付金のため下記業務に従事（非課
税世帯からの「確認書」「申請書」の受理，審査，受付処理，支給決
定，不支給決定処理，支給決定・不支給通知文発送，非課税世帯
からの「確認書」「申請書」不備処理（通知文作成・電話連絡等），窓
口対応（書類の作成補助・事業説明等）
消耗品費329千円
印刷製本費100千円
郵便料1,189千円
口座振込手数料528千円
電算処理業務委託料2,046千円
OA機器借上料1,150千円
④全員が令和5年度住民税非課税均等割が非課税である

－ － － － R5.4 R6.3 対象世帯へ100％給付
広報紙
ホームページ

https://www.city.joso.lg.jp/
R5補正
（地）

7 R4 単 ○ －
障がい福祉施設等に対する
物価高騰対策支援事業

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において物価
高騰等に直面する生活困窮

者等への支援
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

13,461 13,461 - 13,461 - 

①コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響
を受けるている市内に事業所を有する障害者施設等が，利用者に
価格転嫁することなく障害福祉サービス等を提供し，安定した事業
運営を維持できるよう，市が事業継続に向けた緊急支援を行う。
②障害福祉サービス等提供事業者への補助金
③総事業費 13,461千円
（1）食材料費 9,273千円《1食あたり31円×食事提供実績数》
（2）光熱水費 4,188千円
  　《入所系・通所系》1人あたり8,000円/年×定員数
　　《訪問系》1事業所あたり97,000円
※光熱水費については，県の類似事業の支援額を差し引き，市の
交付額とする。
④令和5年4月1日現在において，市内に障害福祉サービス事業所
等を設置し，申請日において当該事業を継続している事業者であっ
て，国・地方公共団体が管理・運営している事業所（指定管理含む）
ではないこと。

－ － － － R5.11 R6.3
対象障害福祉サービス事業
者へ100％給付

広報誌
市HP

https://www.city.joso.lg.jp/
R5補正
（地）

8 R4 単 ○ －
介護保険施設等物価高騰対
策事業費補助金
【重点交付金分】

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材料・

食料等安定供給対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

42,573 42,573 - 42,573 -

【NO17と同一事業】
①コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響
を受けながら，利用者に価格転嫁することなく介護サービスを提供
する事業者の負担を軽減し，安定した事業運営を維持できよう，市
が事業継続に向けた緊急支援を行う。
②介護サービス等提供事業者への補助金
③総事業費52,814千円
⑴食材料費 41,639,700円　《1人あたり31円×食事提供実績数》
⑵光熱水費 11,173,400円
　　　　　  《入所系・通所系》１人あたり8,000円/年×定員数
　　　 　 　《訪問系》1事業所あたり97,000円
※光熱水費については，県の類似事業の支援額を差し引き，市の
交付額とする。
④令和5年4月1日現在において，市内に介護サービス事業所を設
置し，申請日において当該事業を継続している事業者であって，国・
地方公共団体が管理・運営している事業所（指定管理含む）ではな
いこと。

－ － － － R5.11 R6.2 事業者申請率100％ 市報，市ＨＰ，電子@連絡帳 http://www.city.joso.lg.jp
R5補正
（地）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 茨城県 0297-23-2111
既配分額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
10,241                                           

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

-                                                                     

地方公共団体名 常総市
既配分額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                  

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

10,241                                                              

都道府県・市町村コード（５桁） 08211

交付対象経費

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③） 10,241                                                                             
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                  

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

-                                                                     

地方単独事業費 10,241                                                                             
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
171,641                                         小計　交付限度額①＋②＋③ 10,241                                                              

国庫補助事業費 -                                                                                     小計　⑤＋⑥ 171,641                                         
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                     

担当部局課名 常創戦略課　 国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④） -                                                                                     
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
112,308                                         

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

-                                                                     

担当者氏名 - 地方単独事業費 -                                                                                     
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
9,359                                            

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

171,641                                                            

国庫補助事業費 -                                                                                     
今回配分予定額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
-                                                  

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

112,308                                                            

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤） -                                                                                     
今回配分予定額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                  

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

28,182                                                              

地方単独事業費 -                                                                                     
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                  小計　交付限度額⑦＋⑧ 140,490                                                            

国庫補助事業費 -                                                                                     
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
-                                                  

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

9,359                                                               

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 237,877                                                                            小計　⑤＋⑥ -                                                  
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）
2,349                                                               

地方単独事業費 237,877                                                                            
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
28,182                                           小計　交付限度額⑨＋⑩ 11,708                                                              

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧） 140,490                                                                            
配分予定額計

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
10,241                                           

地方単独事業費

地方単独事業費 9,524                                                                               

国庫補助事業費 -                                                                                     
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
165                                               

140,490                                                                            
配分予定額計

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
-                                                  

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 9,524                                                                               
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
-                                                  

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

171,641                                         

小計　⑤＋⑥ 171,641                                         

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

140,490                                         

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

9,524                                            

配分予定額計

交付限度額計 334,080                                                            

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ
禍にお
いて原
油価

格・物
価高騰
等に直
面する
生活者
や事業
者に対
する支

交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｄ
Ｂ３ Ｂ４

331,896                                         

移替先 総務省

備考①
（地方
単独事
業に関
連して
いる国
庫補助
事業が
ある場
合、そ
の国庫
補助事

予算区
分

検査促
進枠の
地方負
担分に
充当

特定事
業者等
支援

個人を
対象と
した給
付金等

基金
事業
始期

事業
終期

Ｂ Ｃ

成果目標（可能な限り定
量的指標を設定）

地域住民への周知方法
（HP,広報紙など）

参考資料
所
管

交付金の区分

コロナ
感染症
への対
応とし
て必要
な事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

低所得
世帯支
援枠を
活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係

⑨を選
択した
場合、
より効
果があ
ると考
える理

由

総事業費
種類

※常創戦略課　記入

事業ナンバー
低所得世帯支援関連はNO.１～６
推奨事業メニューはNO.７～
が国で割り当てられている。
記載のない番号は該当事業なし



9 R4 単 ○ － 民間保育所等支援事業 － ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において物価
高騰等に直面する生活困窮

者等への支援
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

10,871 10,871 - 10,871 -

①新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響を受けながら，
サービスの安定的な提供を継続している市内の民間教育・保育施
設等を支援するため，補助金を交付することで、安全安心な保育運
営につなげる。
②補助金・支援金
③１．食材料費　　児童1人あたり6,000円（食料高騰率6.5％）
　　1,163人×6,000円＝6,978,000円
　 ２．光熱水費　　3,893,000円
　　　運営する施設が事業の用に供する建物にかかる光熱水費で、
令和３年度分として支払った額の合計額に17％を乗じた額から、県
支援金の額を差し引いた額
④民間の教育・保育施設の事業者

－ － － － R5.4 R6.3 対象施設給付率100％
市HP
対象となる施設へ個別通知

R5補正
（地）

11 R4 単 ○ －
JOSO赤ちゃん応援ギフト（価
格高騰支援事業）

－ ○ ○ ④-Ⅰ．原油価格高騰対策 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物価
高騰に伴う子
育て世帯支援

24,217 24,217 - 24,217 -

①コロナ禍における原油価格や物価高騰により影響を受ける子育
て世帯の精神的不安の解消につなげるため、子育て世帯の生活を
応援することを目的に給付金を支給する。
②事業経費総額：24,217千円
　　・負担金補助及び交付金  24,000千円
　　・需用費（消耗品費）　       　　29千円
　　・役務費　　　　　　　　　         188千円
③対象者数1,000人×月額2,000円×12か月＝24,000,000円
 　対象児1人あたり年額24,000円上限
④基準日(R5.8.1)において常総市に住民登録があり、2歳・1歳・0歳
児を養育している保護者

－ － ○ － R5.7 R6.3
事業対象者に対する給付
率100％

広報誌
市HP
LINE

https://www.city.joso.lg.jp/k
urashi_gyousei/kurashi/kos
odate_hoiku/jido_hukushi_shi
en/page002671.html

R5補正
（地）

12 R4 単 ○ －
常総市省エネ家電製品買換
え促進補助事業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材料・

食料等安定供給対策
○

④省エネ家電
等への買い換
え促進による
生活者支援

12,268 12,268 - 12,268 -

①コロナ禍における原油価格や物価高騰により影響を受ける市民
生活の負担軽減を図るとともに，家庭におけるCO2排出量の削減を
図るため，既存の家電製品（エアコン・冷蔵庫）から省エネ家電製品
へ買換えする市民の補助金を交付する。
②省エネ家電買換え促進補助金
③補助金12,000千円
　購入・設置費用が5～10万円：１万円補助×100件（見込）
　　　　　　　　　　　10～15万円：2万円補助×100件（見込）
　　　　　　　　　　　15万円以上：3万円補助×300件（見込）
　　需用費200千円（チラシ印刷費、消耗品費）
　役務費68千円（郵送料）
④市民

－ － ○ － R5.8 R6.3
地球温暖化の関心度の向
上（80%以上）

市HP,チラシ、LINE
https://www.city.joso.lg.jp/k
urashi_gyousei/kurashi/gom
i_kankyou/news/page00263
1.html

R5補正
（地）

13 R4 単 ○ －
自立・分散型エネルギー設備
導入促進補助事情

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において物価
高騰等に直面する生活困窮

者等への支援
○

④省エネ家電
等への買い換
え促進による
生活者支援

1,000 1,000 - 1,000 -

①コロナ禍における原油価格や物価高騰により影響を受ける市民
生活の負担軽減を図るとともに，住宅における再生可能エネルギー
の導入を促進し，家庭でのエネルギー対策支援及びカーボンニュー
トラルへの意識高揚を図るため，市民に対し蓄電池設備設置の購
入費用を助成する。
②蓄電システム設備導入補助金
③補助金1,000千円
　　50千円×20件
④市民

－ － ○ － R5.7 R6.3
地球温暖化の関心度の向
上（80%以上）

市HP,広報紙
https://www.city.joso.lg.jp/k
urashi_gyousei/kurashi/gom
i_kankyou/news/page00116
1.html

R5補正
（地）

14 R4 単 ○ －
常総市飼料等価格高騰対策
支援補助金

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において物価
高騰等に直面する生活困窮

者等への支援
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

10,726 10,726 - 10,726 -

①新型コロナウイルスの影響及び配合飼料の価格高騰による影響
を緩和するため，養豚・採卵鶏農家に対して飼料購入費の一部を補
助し，負担軽減を図る。
②養豚・採卵鶏農家に対する補助金
③令和5年4月から令和5年12月に購入した配合飼料１トンあたり，
1,700円を補助。ただし，1経営体あたりの上限額は3,000千円
④常総市内において養豚・採卵鶏業を営む個人又は法人で，下記
の１から３の要件を全て満たす者。
　１本事業活用後も，市内で畜産業に取り組む意思があること
　２市税等に滞納がないこと
　３飼料の価格高騰により経営に影響を受けていること
　　※証拠書類として飼料購入の際の領収書の写しをいただく

－ － － － R5.10 R6.1
申請件数：７件
（活用率：100％）

市HP
対象者に個別通知

R5補正
（地）

15 R4 単 ○ － 運送事業者等支援事業 － ○ ○ ④-Ⅰ．原油価格高騰対策 ○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

39,964 39,964 - 39,964 -

①コロナ禍における燃油の価格上昇が運送事業者等の経営に及ぼ
す影響を，補助金を交付することで緩和し，社会インフラとして重要
な運送事業者等の事業の維持及び改善を図るため， 道路運送事
業等を営む中小企業者・小規模企業者の皆様に対し，費用負担を
軽減し経営を支援します。
②運送事業者等支援補助金
③総額39，964千円　　交付金38，450千円（想定事業者数149）
　　　　　　 　　　　　　　 　事務費　 　260千円（郵送、印刷代）
　　　　　　  労働者派遣委託費 1，254千円（1名）
④対象者：運送事業者等

－ － － － R5.11 R6.1
申請件数：149件
（申請率100％）

・広報誌
・市HP
・商工会を通したPR　　など

R5補正
（地）

16 R4 単 ○ －
学校給食費等の負担軽減事
業

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において物価
高騰等に直面する生活困窮

者等への支援
○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物価
高騰に伴う子
育て世帯支援

29,995 26,170 - 26,170 3,825 

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け，コロナ禍における物価
高騰に伴い，学校給食等における食材費が高騰していることから，
本来保護者が負担することとなる学校給食費のうち，食材費増額分
の補助を実施する。
②学校給食費等の食材費のうち物価高騰分の補助
③総事業費　29,995千円
　豊岡学校給食センター分
　　3,027人×給食原材料費高騰分27円×193回＝15,773,697円
　玉学校給食センター分
　　2,729人×給食原材料費高騰分27円×193回＝14,220,819円
　合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29,994,516円
　※うち一般財源（教職員分）
　　734人×給食原材料費高騰分27円×193回＝3,824,874円
④児童・生徒の保護者等（教職員は除く）

－ － － － R5.4 R6.3

給食原材料費の高騰分を
市が負担し，子育て世帯
（保護者数3,011人）の学校
給食費の値上げ相当分を
軽減する。

学校給食センターHP等
R5補正
（地）

17 R4 単 ○ －
介護保険施設等物価高騰対
策事業費補助金
【通常交付金分】

○ － ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材料・

食料等安定供給対策
○ － 10,241 10,241 10,241 - - 

【NO8と同一事業】
①コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響
を受けながら，利用者に価格転嫁することなく介護サービスを提供
する事業者の負担を軽減し，安定した事業運営を維持できよう，市
が事業継続に向けた緊急支援を行う。
②介護サービス等提供事業者への補助金
③総事業費52,814千円
⑴食材料費 41,639,700円　《1人あたり31円×食事提供実績数》
⑵光熱水費 11,173,400円
　　　　　  《入所系・通所系》１人あたり8,000円/年×定員数
　　　 　 　《訪問系》1事業所あたり97,000円
※光熱水費については，県の類似事業の支援額を差し引き，市の
交付額とする。
④令和5年4月1日現在において，市内に介護サービス事業所を設
置し，申請日において当該事業を継続している事業者であって，国・
地方公共団体が管理・運営している事業所（指定管理含む）ではな
いこと。

－ － － － R5.11 R6.2 事業者申請率100％ 市報，市ＨＰ，電子@連絡帳 http://www.city.joso.lg.jp
R5補正
（地）

18 R4 単 ○ －
生活応援商品券事業（物価高
騰対応重点支援地方創生臨
時交付金）

－ ○ ○ ④-Ⅰ．原油価格高騰対策 ○
③消費下支え
等を通じた生

活者支援
215,832 55,000 - 55,000 160,832 

①コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響
を受けている市民の皆様へ生活支援及び消費喚起を目的に，市内
の参加店舗で利用可能な商品券を全市民を対象に配布します。
②商品券，事務委託経費
③総事業費　215,832千円のうち国R4予備費分として55,000千円を
充当
内訳）商品券　3千円×61,258人＝183,774千円
　　　　事務委託経費　31,756千円
　　　　その他事務費　302千円
④全市民

－ － ○ － R5.12 R6.3 商品券使用率95％ 市HP及び広報誌 http://www.city.joso.lg.jp
R5補正
（地）
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